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．レポート紹介／Highlight of the New Report
「英国における研究評価」







































































































































表５ 評点結果の例（「1996 Research Assessment Exercise: The Outcome」より）
評価単位：アジア研究*研究職員の割合 A: 95-100%, B:80-94 %, C:60-79%, D:40-59 %
研究機関 1996年の評点 研究職員の割合* 研究職員の数（フルタイム換算)
University of Cambridge 5 A 19.0
De Montfort University 3b A 1.0
University of Durham 5 C 6.0
University of Hull 4 B 10.3
University of Leeds 4 C 9.0
Manchester Metropolitan University 2 A 1.0
School of Oriental and African Studies 4 B 33.0
University of Oxford 5* C 14.3
University of Sheffield 3a B 18.0
University of Westminster 3a D 1.0
University of Edinburgh 4 B 6.0







































































































































 東芝 研究開発センター特別室 亀岡秋男技監


























Organization of the European Information Society」は、上記TSERのプログラムのなかで500,000ECU（約６、３００万円）の研究助
成を受けて１９９７年１２月より正式に発足した。欧州内６つの大学：アムステルダム大学（オランダ）、ビーレフェルト大学（ドイ
ツ）、サリー大学（イギリス）、ローマ大学（イタリア）、チューリヒ大学（スイス）、テラス大学（ギリシャ）の共同研究である。事務局を
つとめるアムステルダム大学Science & Technology Dynamics学科には、EASST（欧州科学技術論連合）の事務局もある。また本














































１） 1996年4月23日MOSTEの２機関（NISTFASS: National Institute for S&T Forecasting and Strategy Study と ISTMR:











































Research Policy Institute (Lund University, Sweden), Roskilde University (Denmark),
Science Policy Centre (University of Wollongong),
Monash University,(Australia),
Toront University (Canada),
Vienna University of Technology (Austria),
































公的な研究開発の実施主体は、１２の大学（Basel, Berne, Fribourg, Geneve, Lausanne, Neuchatel, Zurich, Lucerne, Lugano ;
以上は州立（Cantonal）, EPF Lausanne, ETH Zurich; この二つは連邦工科大学）と４つの国立研究所（Paul Scherrer Institute;
Federal Institute forForest, Snow and Landscape; Federal Laboratory for Materials Testing and Research; Federal Institute for
Environmental Science and Technology）となっている。
科学技術行政の機構としては、Federal Department of InteriorとFederal Department of Public Economyが政策を決定する機関
である。連邦政府資金による研究開発目標の設定と資金の配分はSwiss National Science Foundationが行っている。ここでは、
国内のプログラムに関する調整のほか、EUをはじめ海外との共同研究の調整も行われている。そして、研究実施機関として先
に示した大学と国立研究所があり、これらにより公的な科学技術システムを構成している（これらスイスの科学技術の現状につい
てはSwiss National Science Foundationで得られた知見である）。
次に、スイス連邦政府の科学技術政策について紹介する。現状の認識としては、 スイスの科学技術は多くの分野において世
界のトップレベルにある、 このExcellency in Scienceを維持するための政策が必要である、の二点に集約することができる。こ
のため、科学技術政策の重点目標は、 Land of inventors、 Knowledge based society（大学での研究成果を特許化を進め研
究成果を移転すること）、 国際協力の推進（EUの第５次計画とのハーモナイゼーションをすすめることなど）、 中等教育シス
テムの強化（科学技術の社会的受容性を拡大すること）、 民間R&Dの活性化（民間企業の国内R&D投資を拡大誘導すること）
となっている（これら科学技術政策の概要についてはFederal Department of the Interiorに属し、大学教育、科学及び研究に関
する政策の立案を担当することを主たる目的としているSwiss Science Agencyで得られた知見である）。
科学技術政策に関連する研究を行っている機関はEHT Zurich（ETHZ）、Ecole Polytechnique Fereral de
Lausanne（EPFL）、International Institute for Management Development, Lausanne（IMD）の三つで、「Leadership Competence
Program」をはじめとして、政策研究というよりはむしろテクノロジー・マネジメントの分野での研究・教育を行っているようである。
研究の内容などについて知見を得るためInstitute of Management and Business Systems Engineering, EHT ZurichのProf. Hugo
Tchirky氏を訪ねたところ、以下に示すような一つの研究フレームワークについて提示された。























































































































































委員長 西島 安則 京都市立芸術大学長
委 員 池上 徹彦 ＮＴＴアドバンステクノロジ(株)代表取締役社長
委 員 池澤 直樹 (株)野村総合研究所産業コンサルティング部長
委 員 小田切 宏之 一橋大学教授 兼 筑波大学教授
委 員 笠見 昭信 (株)東芝 専務取締役
委 員 小林 信一 電気通信大学助教授
委 員 鳥井 弘之 日本経済新聞社論説委員
委 員 弘岡 正明 流通科学大学副学長
委 員 松本 和子 早稲田大学理工学部教授














○ 講演会等／Lectures at NISTEP
・4/10 「ジェット推進研究所の研究運営について」
Mr. Larry Dumas ,Deputy Director of Jet Propulsion Laboratory
編集後記
ベトナムへ行ってきた。訪問先の科学技術環境省傘下の科学技術政策・戦略研究所では研究者と意見交換した。ある研究者
が、タイの「ＡＰＥＣ技術予測センター」で開かれた講演会で当研究所派遣の研究者の講演を聴講しており、当研究所の技術予
測に係る研究ポテンシャルを知っており、さらに、技術指標についても質問を受けるなど、強い関心を持っていてうれしく感じ
た。また、イノベーションの調査研究については、ベトナムにとって緊急の研究テーマであるが、経験を積んだ研究者がいない。
ついては、政策研から研究者を派遣できないか、先方の研究者を政策研に受け入ることができないか、という話題となり、ベトナ
ム側の熱い期待を感じた。
当研究所では本年３月に行った「アジア圏での地域間科学技術協力」において、ベトナムの国立研究所を束ねる機関の長を招
聘する等すでに協力関係にあり、ベトナム側には折があれば研究者を派遣したいとの考えが強いように思った。
当研究所では、設立当初から英国のサセックス大学及びマンチェスター大学、ドイツのフラウンホーファ協会等との間で人材交
流、共同研究等を積極的に行い、そこに蓄積された研究の手法、ノウハウなどを取り入れてきた。知識や経験を有する国がそれ
を必要とする国に「発信する」のは必要な流れであり、ベトナムが近隣アジアの一国であれば、他のアジアの国々に対すると同
様に、科学技術政策における研究協力をもって友好関係を構築するのがいいように思われる。
さわやかな５月となり、世界に向けて発信する研究所として信頼される仕事をするのにいい季節となりました。本政策研ニュース
に対しても一層のご支援を賜りますようお願いいたします。(Ｙ)
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